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 私たちのまち調布は，悠久の流れをたたえる多摩川や武蔵野の面影を残す

深大寺の森など，自然の豊かさと都市の利便性が調和するまちとして発展し

てきました。私たちは，この調布で，相互に助け合い，共に歩みながら，市

民が生き生きと暮らす活気とぬくもりのあるまちを築いてきました。  

 私たちは，これからもこの調布らしさを大切にしながら更に発展させ，将

来の世代に引き継いでいきたいと思っています。  

 一方，地方分権が進展する中，地域の実情に応じた対応がより一層求めら

れています。私たちは，まちづくりの主体として，これまで以上に自分たち

のまちは自分たちでつくるという自主・自立の精神と責任を持って，共に力

を合わせながらまちづくりに取り組んでいかなければなりません。  

 私たちは，日本国憲法が掲げる地方自治の本旨にのっとり，調布市におけ

る自治の基本理念及び市政運営の基本原則を明らかにし，自治によるまちづ

くりを進め，もって活力ある豊かな地域社会を実現するため，この条例を制

定します。  



 

 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は，市における自治の基本理念（以下「自治の基本理念」

という。）並びに市民，市議会及び市長の役割を明らかにし，市政運営の

基本原則を定めることにより，自治によるまちづくりを一層推進し，もっ

て活力ある豊かな地域社会の実現を図ることを目的とする。 

 （市民） 

第２条 この条例において「市民」とは，市内に住所を有する者，市内で働

く者及び学ぶ者並びに市内で事業活動を行う者及び団体をいう。 

 （条例の位置付け） 

第３条 この条例は，自治の基本理念を明らかにし，市政運営の基本原則を

定めるものであり，市は，他の条例，規則等の制定，改正及び解釈に当た

っては，この条例との整合性を確保するものとする。 

   第２章 自治の基本理念 

第４条 まちづくりは，市民，市議会及び市長が，互いを尊重しながら，そ 

れぞれの役割を果たすことにより，自主的かつ自立的に進めるものとする｡ 

２ まちづくりは，市民，市議会及び市長が，まちづくりに関する情報を共

有したうえで，参加と協働により進めるものとする。 

   第３章 市民，市議会及び市長の役割 

 （市民の役割） 

第５条 市民は，それぞれの立場において，まちづくりに参加する権利を有

しており，自治の基本理念に基づき，まちづくりの主体として自らの意思

と責任においてまちづくりに参加するよう努めるものとする。 

 （市議会の役割） 

第６条 市議会は，選挙で選ばれた代表者である議員で構成する議事機関と

して，自治の基本理念に基づき，条例の制定，予算の議決その他の法令等

により与えられた権限に属する事項を決定するとともに，市政が公正かつ

適切に運営されるよう，その権限を行使しなければならない。 

 （市長の役割） 

第７条 市長は，市の代表者として市を統轄し，自治の基本理念及び市政運



 

 

営の基本原則に基づき，広く市民の意見を聴き，市政を公正かつ適切に運

営しなければならない。 

   第４章 市政運営の基本原則 

 （情報公開） 

第８条 市は，市政情報を適正に管理し，及び保存するとともに，市民に分

かりやすく，積極的に公開するものとする。 

 （参加と協働の推進） 

第９条 市は，参加と協働によるまちづくりを推進するため，必要な施策を

講ずるものとする。 

 （コミュニティへの支援） 

第１０条 市は，コミュニティの役割及び主体性を尊重し，その活動が推進

されるよう，必要な支援を行うものとする。 

 （政策法務） 

第１１条 市は，法令等に基づく市政運営を基本とし，政策目的の実現のた

め，自らの判断と責任に基づいて，法令等を解釈し，及び運用するととも

に，積極的に条例を制定するものとする。 

 （計画行政） 

第１２条 市は，総合的かつ計画的に市政を運営するため，市民参加の下，

まちの将来像を示す基本構想及びその実現を図る基本計画を策定するもの

とする。 

２ 市は，基本構想の策定に当たっては，市議会の議決を経るものとする。 

３ 市は，各政策分野における計画を策定し，又は変更するときは，基本構

想及び基本計画に即して行うものとする。 

 （財政） 

第１３条 市は，財政運営に当たっては，財政規律を保持し，健全性の維持

に努めるとともに，最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければな

らない。 

２ 市は，市の財政状況を市民に的確に，かつ，分かりやすく公表するもの

とする。 

 （行政評価） 



 

 

第１４条 市は，効果的かつ効率的に市政を運営するため，行政評価を実施

し，その結果に基づき，事務及び事業の改善に取り組むものとする。 

２ 市は，行政評価の結果を市民に分かりやすく公表するものとする。 

 （組織） 

第１５条 市は，多様な行政需要に迅速かつ適切に対応するため，簡素で効

率的かつ機能的な組織を編成するものとする。 

２ 前項に規定する組織の各部署は，相互に連携を図るものとする。 

 （危機管理） 

第１６条 市は，他の地方自治体，国その他の関係機関及び市民との連携及

び協力により，緊急時に的確に対応する危機管理体制を整備し，市の機能

を維持するとともに，市民の生命，身体及び財産の安全の確保に努めなけ

ればならない。 

 （職員） 

第１７条 市は，広く有能な人材の確保に努めるとともに，職員の職務に関

する能力及び意識の向上を図り，市民に信頼される職員を育成するものと

する。 

２ 職員は，自治の基本理念及び市政運営の基本原則に基づき，全体の奉仕

者として，職務に関する能力の向上を図り，誠実，公正かつ能率的に職務

を行わなければならない。 

 （市民の要望等への対応） 

第１８条 市は，市民から市政に関する要望等を受けた場合は，迅速，適切

かつ誠実に対応するものとする。 

２ 市は，公正かつ中立的な立場から，市政に関する苦情を調査し，及び処

理する制度を設けるものとする。 

 （他の地方自治体，国等との連携及び協力） 

第１９条 市は，共通の課題又は広域的な課題を解決するため，他の地方自

治体，国その他の関係機関との連携及び協力に努めるものとする。 

   第５章 雑則 

 （解釈規定） 

第２０条 第２条の規定は，他の条例で別に市民の範囲を定めることを妨げ



 

 

るものと解釈してはならない。 

２ 第５条のまちづくりに参加する権利は，市内に住所を有する者とその者

以外の市民において同等のものと解釈してはならない。 

 （条例の見直し） 

第２１条 市は，社会情勢の変化等に対応するため，必要がある場合は，こ

の条例の規定について検討を加え，その結果に基づいて所要の措置を講ず

るものとする。 

 

 

   附 則 

 この条例は，平成２５年４月１日から施行する。 


